
給与200万
65才未満
(3人世帯)

年金２００万６５才以上(２人世帯)

2010年度 95,760 63,840

2011年度 113,760 均等割２割減額 73,345

2012年度 115,414 74,319

2013年度 136,562 85,886

2014年度 160,216 均等割５割減額 73,056

2015年度 182,307 84,321

全人口 65歳以上 0～14歳

荒川区 208,989 48,526 24,097

町屋全域 28,676 7,324 3,190

町屋１丁目 3,506 839 23.9% 349 10.0%

町屋８丁目 2,723 635 23.3% 307 11.3%

町屋７丁目 3,804 907 23.8% 506 13.3%

町屋２丁目 2,427 738 30.4% 164 6.8%

町屋３丁目 3,815 970 25.4% 373 9.8%

町屋４丁目 4,011 1,197 29.8% 369 9.2%

町屋５丁目 3,785 878 23.1% 523 13.8%

町屋６丁目 4,605 1,160 25.2% 599 13.0%

荒川区・町屋地域の高齢者、年少人口などを見る　　　（（１５年３／１住民基本台帳より）

高齢化率 年少人口比率

23.2% 11.5%

25.5% 11.1%

Ｃ 24.3% 13.4%

※％は、小数点以下２桁を四捨五入したため合計が100％になりません。また外国人を含む人口

Ａ 25.5% 13.0%

Ｂ 28.3% 8.8%
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「高すぎる保険料」をどうしたら抑えることが出来るのか

大きな課題です。今回の値上げは、国保料算定に入れてなかっ

た高額療養費を昨年から入れたためです。影響額は一人平均

3,460円で今回の平均値上げ額に匹敵。また国の低所得者の

割合に応じた財政支援も荒川区で2億6千万円増、新年度４億

円の予算措置を予定。この財源で保険料の引き下げ据え置き

を決めた自治体があります。高額療養費の保険料への算入を

止め、支援金を活用し、値上げを押さえることは可能です。

介護保険も含め「高す

ぎて払えない」保険料

では、制度の目的が果

たせません。国庫支出

の拡大を求めるととも

に区独自の保険料抑制

策が求められます。

☆医療、介護、福祉の充実を
介護保険、国保・後期高齢者保険料の負担軽減

要支援の方に必要な介護サービスを

在宅介護充実、小規模特養ホーム、ケア住宅などの整備を

ふろわり２００の回数拡大など高齢者福祉の拡充を…など

☆子育て支援と子どもの貧困対策
保育園、幼稚園、学童クラブの量、質ともに拡充を

学校給食や教材教具の公費負担の拡大

１８歳まで医療費無料化の拡大

中高生も含めた「居場所」づくり

タブレットパソコンの教育的検証と予算の見直し…など

☆災害から住民のいのち、財産を守るために
建物耐震化９０％以上実質達成

公的住宅の整備によって住環境を改善

家具転倒防止補助の拡充、

感震ブレーカー設置補助創設、情報伝達の改善

医療、介護、福祉のネットワークの強化

町屋地域での深井戸整備…など

☆まちと地域経済支えるものづくり・商業支援を
区内全事業所調査と小規模企業の支援強化

「産業振興センター」を設置

専門職員の配置も含め区の「ものづくり支援体制」を強化

小規模企業の設備投資補助の要件緩和

仕事興しで住宅リフォーム助成制度を

くらせる賃金を保障する公契約条例の制定

融資制度のいっそうの改善…など
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。
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。
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☆上表のＡＢＣは、尾竹橋通りと旭電化通りで区

切られた３つの生活圏で比較したもの（下図参照）



条例案 内容 提案時期 経緯と結果

中小(零細)企業振興基本条例 区の商業・産業基本姿勢を示す 86・95年
2005年、産業振興基本
条例制定

スポーツセンター条例改正 障害者、介助者の使用料免除 88年 92年から実施

ひとりぐらし老人専用住宅条例 高齢者住宅の設置 88・89年
91年西尾久さくらハイツ
など5箇所建設。

原爆被害者見舞金支給条例
区内在住の原爆被爆者の方に見舞金
支給

89年 90年から実施

心身障害者福祉手当条例改正
知的4度身体３級の手当てを3000円
→6000円に増額

89年
91年に7000円、96年4
月～9500円に

高齢者民間賃貸住宅家賃等助成
条例

65歳以上対象に転宅で高くなる家賃
の差額等補助

90年
91年～07年実施、09年
～再開

老人性白内障手術費等助成条例 65歳以上の白内障眼内手術費を補助 91年 92年から保険適用

紙おむつ等支給条例
所得制限廃止、月200枚か現金支給
も制度化

91年
所得制限廃止と現金も
可能に、その後所得制
限復活

学童保育クラブ条例
直接請求署名を取組み、条例化で公
的責任の明記

95年 98年に条例制定

就学援助条例 所得を見直し、対象を拡大 95年
08年～生保基準の1・1
倍→1・2倍

大型小売店舗出店計画の事前に
関する条例

大型店出店時の地域生活・交通環境
など事前住民協議制度

97年 97年9月要綱実施

議員報酬、費用弁償及び期末手
当に関する条例

議長等の手当て減額、費用弁償（議
会日当）5000円→500円に

98・99・
00・02・
03年

2007年費用弁償廃止

教育活動指導員設置条例
区が講師を増員し30人学級を１・２年
生で実施

99年
2011年から１・２年生35
人学級に

社会福祉基金条例の廃止条例
10億円の基金を廃止し、区民生活に
活用

00年 06年廃止

子ども医療費の助成条例の改正 子ども医療費無料化の年齢拡大
06・12・
15年

02年2才まで、07年から
中学生まで実施

区議会政務調査費の交付条例の
改正

領収証の義務付け 06年 実施
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さ
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史
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９
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介
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３
回
目
）
ふ

ろ
わ
り
２
０
０
の
回
数
２
倍

（
初
）
…
総
額
約
９
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こ
れ
ま
で
も
そ
う
で
す
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求
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の
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ま
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ぐ
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と
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大
事
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す
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あ
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。
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８
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力

を
尽
く
し
ま
す
。

議会質問で、区民要求実現を迫ると区当局や与党は、

「財政がきびしい」など理由に拒否することが多々あり

ます。また、共産党提出の条例案の審議でも、他会派か

ら「気持ちはわかるが、財源に問題」などの発言もあり

ます。しかし、荒川区は、総事業費

８７億円の荒川２丁目複合施設（愛

称「ゆいの森あらかわ」）を建設、

小中学校の全児童生徒にタブレット

パソコン配布に毎年６億円など実施

するだけの財源を持っていま

す。

また年度末の決算でも毎年

２０億から多いときで３０億

円の使い残し（剰余金）があ

り、その多くを基金に積み、

２５０億円前後の基金を維持

しています。要は、財源をど

う使うかの優先順位が問われているのです。

荒川２丁目複合施設


